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はじめに

「昔に比べめっきり食が細くなり，アルコー

ルも弱くなった」と言われてもう１０年以上経つ。

全体的に食が細くなったばかりではなく，脂濃

いものが駄目になり，牛・豚肉より魚のほうが

良くなった。アルコールもビヤホールで大ジョ

ッキでがぶ飲みをすることはなくなり，晩酌も

ハードリッカーからワイン・清酒に移った。こ

れは筆者（の１人，森）だけの特異な変化では

なく，同年輩の多くの友人たちに共通した現象

である。

人間の貯蓄行動が一生の間に“Hump”「こ

ぶ」状に変化する，すなわち一般に収入が少な

く育児や住居などに支出の多い若いうちは少な

い，あるいはマイナスで，やがて収入も増え，

他方子女の教育などの費用もかからなくなれば

増加する。定年退職し年金だけで生活がまかな

えなくなれば，それまでの貯蓄を切り崩す，す

なわち年々のネットの貯蓄はマイナスになる。

Modiglianiのライフサイクル仮説である

（Modigliani，１９８６）。

年をとるにつれ「肉から魚」，ビールやウイ

スキーから清酒・ワインという推移は，日本人

の筆者（森）にはいかにも自然に思われるが，

米国に来て同年輩のアメリカ人を見ている限り，

淡白な寿司と清酒の組み合わせより，３００グラ

ム前後のステーキとジョッキのビールのほうが

選択されるようである。

退職後それまでの貯蓄の切り崩しは自然の成

り行きのように思われるが，どうも現在の日本

のお年寄りたちのなかには，乏しい年金からさ

え貯蓄している人たちがいるようである１）。米

国でもModiglianiの仮説はどの時代にも妥当す

るものではないらしく，世代によっては「理論

どおりの」貯蓄行動はとっていないとの実証分

析もある２）。

人の（経済）行動が年齢によって変異すると

しても，社会全体の年齢構成がほぼ安定してい

るときは，構成員個々の行動は変わっても，全

体としては相殺し合うだろうから，社会を一個

の統一体として，たとえば安定的な同一効用関

数を前提して分析することが許されよう。しか

し若い層が薄くなり，高齢層が厚くなれば，た

とえば社会全体の食嗜好が肉から魚に傾斜する

かもしれないし，マクロの経済現象としてネッ

トの貯蓄が低下することも考えられる。

経済学の学習において，効用関数から需要の

弾力性：自己価格・交差価格，所得弾力性など

が導出され，また実際の観察データから，それ

らの弾力性を計測し，将来の需給予測などに役

立てられてきた。

総務省統計局『家計調査年報』は１９７９年から，

世帯主の年齢階級別に個別の財・サービスの購

入量や価格などを発表するようになった。表１

および２は，りんごおよびみかんについて，世

帯主年齢階級別の１人当たり世帯購入量の過去
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２０年間における推移をみたものである。いずれ

の果物についても，世帯員１人当たりの購入量

（＝消費量）は，（世帯主の）若年世帯に比べ

高齢世帯のほうが大きく，その差は最近年にな

るほど顕著に拡大しているように見える。

表３は，同じ期間における『家計調査』対象

世帯の世帯主年齢階級分布を眺めたものである。

『家計調査』は２００１年までは単身者世帯は調査

対象にしていないが，この２０数年の間にわが国

の世帯は急激に高齢化している。すなわち，１９８０

年には世帯主が３０歳代以下の世帯が調査対象の

３８％，５０歳代以上が同じく３４％であったが，２０００

年には前者が２１％に低下し，後者の中・高齢世

帯が５８％に増えている。

相対的に生鮮果物を余計に食べる高齢者世帯

の比重が厚くなれば，社会総体の果物消費は増

加すると考えられる。近年若い世帯の果物消費

が著しく少ないのは確かだが，最近年の中年層

は２０年前の中年層と同じではない。現在のたと

えば，４５歳は２０年前には２５歳だったのであり，

彼らは年をとっても若い頃あまり果物を食べな

かった習性を引きずっているのかもしれない。

コウホート効果と呼ばれるものである。

たとえば筆者の一人（森）は現在（２００４年

夏）米国で生活しているが，米国の人，さらに

厳密には同じ年配の米国人に比べ，肉の消費は

少なく魚と米の消費が多い。日本で生まれ育っ

た習性を引きずっているのである。人はデモグ

表１ 世帯主年齢階級別にみた１人当たり平均消費量：りんご、１９７９‐８１年、１９８９‐９１年、および
１９９９‐２００１年

（kg／年）

世帯主年齢 ～２９歳 ３０‐３９歳 ４０‐４９歳 ５０‐５９歳 ６０歳～ 総平均

１９７９‐８１ ３．７ ４．３ ４．７ ５．３ ６．１ ４．８

１９８９‐９１ ２．３ ３．４ ４．７ ６．０ ７．８ ５．２

１９９９‐０１ １．１ １．８ ２．９ ４．７ ７．７ ４．４

出所：『家計調査年報』各号。

表２ 世帯主年齢階級別にみた１人当たり平均消費量：みかん、１９７９‐８１年、１９８９‐９１年、および
１９９９‐２００１年

（kg／年）

世帯主年齢 ～２９歳 ３０‐３９歳 ４０‐４９歳 ５０‐５９歳 ６０歳～ 総平均

１９７９‐８１ １０．４ １２．４ １４．８ １６．９ １７．８ １４．５

１９８９‐９１ ３．０ ４．９ ７．１ ９．１ １１．４ ７．７

１９９９‐０１ １．６ ２．６ ４．３ ６．６ １０．２ ６．１

出所：同上。

表３ 『家計調査』の世帯主年齢階級別集計数、１９７９‐８１年、１９８９‐９１年および１９９９‐２００１年

世帯主年齢 ～２９歳 ３０‐３９歳 ４０‐４９歳 ５０‐５９歳 ６０歳～ 総平均

１９７９‐８１ ５７５ ２４４３ ２２４４ １５５７ １１６２ ７９８２

１９８９‐９１ ３４６ １７１４ ２２１８ １８２０ １８７８ ７９７６

１９９９‐０１ ３２７ １３３８ １６４５ １８１９ ２６７９ ７８０８

出所：同上。
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ラフィックな環境（年齢・地理など）が変って

も，直ちにそこで平均的に観察されている行動

様式をとるようになるとは限らない３）。

前掲表１および２から窺えるように，果物の

家計消費は単純に年齢によって大きく変わるだ

けでなく，生まれ育った世代環境によっても大

きく影響されているようである。過去２０数年間

に人口の年齢構成が大きく変わり，同時に，日

本の場合は特に悲惨な戦争と戦後の高度成長を

はさみ，生まれ育った環境を大きく異にする世

代の交代があった。それらの変化が社会の食料

消費に影響しないわけがない。本稿は日本人の

食料消費を，２つの主要生鮮果物，りんごとみ

かんに例をとり，以上定性的に触れてきた年齢

要因を除去して，経済分析しようとするもので

ある。

ただし方法論的に少なくとも２つの難題を抱

えている。われわれが利用できるのは『家計調

査』の世帯主年齢階級別データであるが，平均

的に３‐４人の世帯員全員が世帯主と同年齢階

級に属するケースは稀である。たとえば，１９８０

年に世帯主が３０歳の４人家族がある食品を４０㎏

消費し，２０００年に世帯主が５０歳の４人家族が６０

㎏消費したとしよう。それぞれ４で割って，こ

のコウホートは（『家計調査』はまったく同じ

世帯をトレースしているわけではないが）１９８０

年に３０歳のとき１０㎏だったのが，２０００年に５０歳

に加齢して消費が１５㎏に増えたと考えるわけに

はいかない。３０歳のときの配偶者以外の２人の

世帯員は多分乳幼児で，当該食品はほとんど食

べなかったが，それらの子供は２０年後の２０００年

には２０歳代前半になり，中年の親より，かりに

２０％余計に食べたとすればどうだろう。このコ

ウホートは１９８０年の３０歳から２０００年の５０歳に加

齢するに伴い，４０／２＝２０㎏から，６０／（２＋

２．４）＝１３．６㎏に消費を減少させたというのが事

実に近いのかもしれない。世帯データから世帯

員個人の年齢別消費を推計すのには，単純な割

り算方式に替わる工夫が必要である。

曲がりなりにも個人の年齢階級別消費がある

期間にわたって推計されたとしても，専門的な

表現で「コウホート表」が得られたとしても，

それらを年齢・時代（年次）・出生コウホート

の３効果に分離することは容易ではない。理論

的には「識別問題」のため，人為的な制約条件

を課さなければ，分離は不可能とされている

（後述）。われわれは中村（隆）が開発したベ

イズ型コウホートモデルをかりて（Naka-

mura，１９８６），その難題に挑戦する。

こうしてある期間にわたる世帯主年齢階級別

世帯消費の変化から，（個人の）年齢要因（狭

義の年齢と世代）を除去して，純粋の時代効果

を析出することが出来れば，それをその期間の

経済要因の変化に回帰させて，需要の価格・所

得弾力性を計測することが可能になるだろう。

このような試みは，わが国のみならず米国な

どにおいても，松田・中村（１９９３）４）を除いて

なされたことがない。年齢が個人の消費を決定

する重要な要因であり，社会の年齢構成（含む

出生世代）が大きな変化を遂げているとき，全

人口の総平均値を用いて需要分析をすれば，い

かに精緻なモデルを使っても推計されるパラメ

ターには無視し得ぬバイアスが生じるのは避け

られない。同じような品目を分析しても対象期

間によってパラメターの推計結果が大きく異な

り，消費者の嗜好に「構造変化」が生じたに違

いないなどの（澤田学・澤田裕，１９９４；Inaba

et al., １９９２, pp.４５‐５６５）；Eales and Wessells,

１９９９, p.１２４），捉えどころのない発言がまかり

通っている。

Deaton & Muellbauer（１９８０）以降モデルの精

緻化を重ねてきた需要体系分析と比べ（土

田，１９９９；松田，２００１），本稿で試みる需要分

析は如何にも単純・素朴である。また年齢階級
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別データをベースにした関係上，需要弾力性の

推計に当たって，implicitlyに各年齢セルをほ

ぼ等ウエイトで扱っている（後述）。したがっ

て算出された弾力性が年齢要因によるバイアス

を免れているとしても，その数値をそのまま実

際の人口集団の消費予測に用いるわけにはいか

ないだろう。

別途，石橋（２００４）は『家計調査』個票を使

用した分析において，世帯を世帯主と世帯員の

年齢と人数で類型化することで，年齢要因と世

帯構成をコントロールして所得弾性値の計測を

行い，１９８０‐９０年代においてクロスセクション

でみた米の所得弾性値がマイナスであるという

結論を導いた。最近の計測値の一部は，章末付

録表２に紹介してある。

１） 森宏「岩田規久男『ゼロ金利の経済学』を
読んで 従来のマクロ理論への不満 」『専修
大学社会科学研究所月報』No.４４８，２０００年１０
月参照。

２） 森宏「米国における貯蓄率低下（＝消費の
「過熱」）をめぐって Literature Review：
BPEA を中心に 」『専修大学社会科学研究所
月報』No.４５５，２００１年５月参照。

３） 米国農務省は以前から（たとえば Salathe,

１９７９；Blaylock, and Smallwood, 1986）需要分
析に年齢要因を考慮し，将来予測にも生かし
てきた。しかしごく最近に至るまで，デモグ
ラフィックな条件が変われば人は新しい条件
に直ちに適応するとの前提をとっている
（“there is an implicit assumption that as any

individual moves from one demographic group

to another, his/her preferences immediately take

on the characteristics of the new group. For

example, younger age groups will assume the

eating habits of older age groups as they age”
（Lin, et al., ２００３, pp.１３‐４）。しかし戦後の
わが国に比べ食生活の変化が緩やかな米国に
おいても，この前提が正しいとは思われない。
上記 Salatheの学会報告に対し，Schrimperは，
「所与のクロスセクションに見られる年齢に
関連する相違のどれだけが経済的影響の結果

で，あるいは一部狭義の年齢効果とは別のコ
ウホート効果の結果なのであろうか？すべて
の世代がライフサイクルの上で同じような食
生活の変異をたどると考えるのは合理的であ
ろうか？」（森訳）との疑問を投げた（Schrim-

per,１９７９, p.１０５９）。
４） 松田・中村は，世帯主の年齢階級別世帯消
費量を世帯員数で割って当該年齢の個人消費
とみなしてコウホート分析をした。その問題
点についてはすでに本文中で触れた。

５） Inaba他は，通常のチャウ・テスト以外に
も Inaba自身の開発したモデルを使い，牛肉の
家計消費に，１９８０年代のどの時点で「構造変
化」が検出されるか否かを，数理統計的に厳
密に議論している。しかし如何なる要因で
「構造変化」が生じたのであろうかには，考
察は向けられていない。彼らが年齢要因に思
い至るのは，それから５年近く経ってからで
ある（Mori & Inaba,１９９７）。

世帯主の年齢階級別に弾力性を
計測する

まず出発点として，これまで普通に行われて

きた（年齢階級を意識しない）全世帯平均値を

用い，りんごとみかんについて，もっとも単純

な時系列回帰を試みよう。全世帯１人当たりの

年間消費量を，実質所得（『家計調査』の「消

費支出」で代理）とそれぞれの実質価格に回帰

する。モデルは，解釈の便宜上両辺対数とする。

りんごもみかんも秋に収穫され正月を挟んで消

費される。各（クロップ）年の価格は出来秋の

状況に大きく支配されるから，年データも年の

後半とその翌年の前半をカバーするものが望ま

しい。ただし世帯主の年齢階級別データは暦年

でしか得られないから，本稿の分析は便宜上暦

年のそれである。

分析結果は表４に示されている。価格の実質

化にＣＰＩの総合でなく食料とか生鮮食品のそ

れを使うとか，それ自身の価格に加え競合・補
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完財の価格を導入する，さらにはラグ付変数を

入れたり，適当にダミーを使うなどすれば，推

計の見かけ上の精度は高まるかもしれないが，

ここでは単純さを通す６）。みかんの結果は，推

定パラメターの符号条件に問題はなく，決定係

数も極めてよい。りんごも符号条件に問題はな

いが，推定パラメターのｔ‐値が小さく，決定

係数は限りなくゼロに近い。

みかんでは問題が少ないのにりんごではどう

して悪いのかと問題を立てるより，りんごでは

まったく無効なモデルで推定されたみかんの結

果にも，問題があるだろうと考えるほうがわれ

われの趣味に合う。前節で見たように，りんご

にせよみかんにせよ世帯主の年齢が消費を顕著

に左右し，対象期間中に世帯の年齢構成が激変

した現実を踏まえると，明確に意識してそのあ

たりの補正措置を施さない分析はまともな結果

をもたらすはずがないと考えるべきだろう。年

齢と消費の関係に関しては，みかんのほうがり

んごの場合よりさらに劇的（たとえば若い世帯

の減少傾向）であることを考えると（表１‐２），

みかんの結果が一見統計的に満足すべきである

ことに安住するわけには行かない。

世帯主の年齢階級別にデータが得られる以上，

手軽に年齢要因をコントロールする方法は，世

帯主の年齢階級別に時系列回帰を行うことであ

ろう。『家計調査年報』では階級区分は２５歳未

満，２５‐２９歳，－－，６５歳以上と５歳刻みで１０

区分であるが，最近年になるほど若年階級の集

計数が小さいので，本稿では前節の仕分けに従

い，２９歳以下，３０‐３９歳，－－，６０歳以上の５

区分とする。

表５に世帯主の年齢階級別に行われた時系列

分析の結果が示されている。被説明変数は階級

別の世帯員１人当たり平均消費量，価格は全世

帯平均価格（実質），所得は各階級毎の世帯員

１人当たり平均消費支出（実質）である。実際

表４ 全世帯１人当たり平均値を用いた回帰分
析（両辺対数）の結果：りんごおよびみ
かん、１９７９‐２００１年

定数 価格 所得 修正済みR2

りんご
４．３９
（５．００）

－０．２５
（－１．２１）

－０．０９
（－０．４３）

－０．０２３

みかん
１４．２９
（１３．８１）

－０．２６
（－１．５４）

－３．２８
（－８．０３）

０．９３９

註：カッコ内の数値はｔ‐値を示す

表５ 世帯主年齢階級別に行った回帰分析（両辺対数）の結果： りんごおよびみかん、１９７９‐２００１年

世帯主年齢 ～２９歳 ３０‐３９歳 ４０‐４９歳 ５０‐５９歳 ６０歳～

りんご
定数

価格

所得

１５．８７
（３．１６）
１．１９
（１．３６）
－３．６１
（－３．２９）

１４．４１
（４．５１）
０．４８
（０．８３）
－２．９５
（－４．３２）

７．０９
（２．５４）
０．３６
（０．７３）
－１．０１
（－１．６７）

０．９０
（０．５２）
－０．０４
（－０．１５）
０．７１
（１．８７）

１．３５
（２．１４）
－０．３５
（－２．０８）
０．７６
（６．７９）

修正済みR2 ０．４１ ０．５２ ０．１１ ０．０９ ０．７８

みかん
定数

価格

所得

２３．１３
（４．２４）
－１．８６
（－３．４６）
－４．２１
（－２．８０）

２０．６６
（５．４９）
－１．５５
（－３．９１）
－３．７１
（－３．５２）

１４．５６
（４．７６）
－１．３９
（－４．１１）
－２．１５
（－２．３１）

１３．１５
（３．９４）
－１．０１
（－３．７６）
－１．８７
（－２．１３）

８．７２
（１３．４３）
－０．３９
（－２．９２）
－１．００
（－５．１０）

修正済みR2 ０．７７ ０．８３ ０．７６ ０．７４ ０．８９
註：カッコ内の数値はｔ‐値を示す
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に支払われた（平均）価格は階級毎に５‐２０％

程度違うことがあり，その関係も品目により年

次により一定していない。違いの一つは品質を

反映したものであり，さらには購入時期や場所

の違いによるものであろう。クロスセクション

の Panelデータの場合には，何らかの品質補正

を施して真に近い価格を導出することも可能か

もしれないが（Cox and Wohlgenant, １９８６），

本稿では，すべての家計は同一年次には同一の

価格帯に直面していたと仮定する７）。

みかんの分析結果は，符号条件（特に価格弾

力性）についてどの年齢階級も問題なく，パラ

メターのｔ‐値も決定係数も良好である。他方

りんごの結果は，価格弾力性の符合は５０歳以上

を除いて不都合で，ｔ‐値も押しなべてきわめ

て不十分である。また集計数が多く年々の観測

値も安定的に推移している４０歳代および５０歳代

についても，決定係数は著しく良くない。ここ

でもみかんではまあまあ合理的な結果が得られ

たのに，りんごではどうして不都合なのかと問

題を立てるより，はじめのケース同様，りんご

でまったく駄目な結果をもたらしたモデルを使

って得られたみかんの結果も，信用すべきでな

いと考えたい。

本研究において初期段階の結果を報告した非

公式の研究会で，各年齢階級別に回帰を取るよ

り，全部のデータを一緒に使い年齢階級はダミ

ー変数で処理するほうが良好な結果が期待でき

る の で は な い か と の 意 見 が 出 さ れ た

（Torell，２００４年）。表６は表５と同じデータを

使い，ダミーで処理した結果である。みかんに

ついては５０歳代と６０歳以上の間には有意な差が

発見されなかったので，両階級を合わせてベー

スとした。

先の表４と表５に比べ，推計結果はりんごに

関しても著しく改善されている。ｔ‐値も決定

係数もほぼ満足いく値を示している。ただし，

りんごの価格弾力性は相変わらずプラスで，ｔ

‐値も良くない。理論的 and/or統計的に不都合

な推計結果は棄却し，問題のない結果だけを採

用するという立場がある。しかしある事象を X1

と X2の２個の変数で説明するモデルを立て，

理論的にも常識的にも X1は負に作用するはず

なのに係数はプラスに出たから，これは見ない

ことにし，X2の係数だけを取るという「便宜的

態度」には問題がある。２個の変数の係数を推

計する過程で，X1の係数がプラスに出ているこ

とは X2の影響力をそれだけ減殺して見ている

ことになるから（その期間 X1は傾向的に増大

しているとして），X2の係数は真の値より低く

推定される恐れがある。片方が駄目ならもう一

方も駄目なのである。

統計技術的な側面はそれまでとし，前掲表１

‐２の数字を見る限り，りんごおよびみかんの

家計消費には，世帯主の狭義の年齢だけではな

く，彼らの出生コウホートが大きく関係してい

るらしい。横断面で眺める年齢と消費の関係

は，１９８０年，１９９０年および２０００年の３時期で目

だって変化している。１９８０年の２０‐３０歳が１９９０

年の３０‐４０歳，２０００年の４０‐５０歳になっているの

だが，かれらは加齢していく過程で，どうも以

前のパターンを引きずっているように見える。

これらの表は，１９８０年，１９９０年，２０００年と時代

の経過に伴い，年齢階級に沿って垂直に眺める

だけでなく，対角線上にも眺める必要がありそ

うである。

表６の試みはかなり成功しているかに見える

が，デモグラフィック要因の中でコウホート効

果を無視して年齢だけで説明しようとしても，

そもそも無理なのであろう。われわれは次に，

狭義の年齢，肉体的年齢とは別に，大雑把には

戦前世代，戦後世代，さらには高度成長の前と

後のように出生コウホートの視点を分析に取り

入れようと思う。しかし，戦前・戦中に生まれ
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育った世代，たとえば１９９０年に（世帯主が）５０

歳だった世帯にも１９７０年に生まれた２０歳の子供

がいるし，他方同じく３０歳（１９６０年生まれ）だ

った世帯にも，１９３０年に生まれた６０歳の戦前世

代が含まれている場合があるだろう。それらの

年齢・世代混合が，世帯単位で（しか捉えられ

ない）消費行動を行っている。われわれの次の

課題は，世帯消費を何とかして個々の世帯員の

年齢階級別に分離することである。

６） りんごおよびみかんの回帰式に，季節を同
じくする競合財，すなわちそれぞれみかんと

りんごの価格を入れて推計を試みた結果を，
表４（参考）および表６（参考）に示してあ
る。みかんの係数はプラスだが，ｔ‐値は０．４，
決定係数も０．０５と小さい（表４（参考））；り
んごの自己価格弾性はプラス（表６（参考））
など，競合財の導入が推計結果に顕著な改善
をもたらしたとは言えない。

７） 現実の支出を量で割った価格は，消費選択
の指標としては適切でない場合がある。たと
えば，Ａがある生鮮食品を単価１００円で５だけ
購入し，Ｂは高いので見合わせ，その日の夕
方なり翌日値引きされた５０円で３だけ購入し
たというケースは現実にありうるだろう。ま
た現実に，供給不足で牛肉の市場価格が高騰
したとき，これまで和牛肉を買っていた消費
者が乳牛や輸入牛肉にシフトすれば，購入価
格で見る限り価格ははそれほど上昇していな
いことも観察されうる。そのような場合は，
何らかの品質補正がなされる必要がある。し
かし米国農務省の研究で，１９８７‐８８年の全国
食料消費調査のデータから価格を含む需要弾

表６ 年齢ダミーを用いた回帰分析（両辺対
数）の結果：りんごおよびみかん（６０歳
以上層をベース）、１９７９‐２００１年

りんご 定数
価格
所得
Ｄ２０’ｓ
Ｄ３０’ｓ
Ｄ４０’ｓ
Ｄ５０’ｓ

５．３５（３．４６）
０．４３（１．３７）
－０．５３（－１．６８）
－０．５５（－１４．７１）
－０．４２（－９．１７）
－０．２６（－７．５７）
－０．０９（－２．５７）

修正済みＲ２ ０．７３５

みかん（１） 定数
価格
所得
Ｄ２０’ｓ
Ｄ３０’ｓ
Ｄ４０’ｓ

１２．３９（８．９５）
－１．５０（－８．２１）
－１．５１（－３．９９）
－０．６１（－１３．８５）
－０．５２（－９．０５）
－０．２７（－６．８６）

修正済みＲ２ ０．８１５
註：（１）５０歳代は６０歳代と有意の差が無いためベースに
加えて計算；（２）カッコ内の数値はｔ‐値を示す。

表４（参考） 全世帯１人当たり平均値を用いた回帰分
析（両辺対数）の結果：りんごおよびみかん、相
互の価格を算入、１９７９‐２００１年

定数
価格

所得 修正済みR2
りんご みかん

りんご
４．８９
（３．５８）

－０．３２
（－１．３６）

０．０７
（０．３９）

－０．２６
（－０．５９）

０．０５３

みかん
１２．５６
（１０．６２）

０．３７
（１．８４）

－０．３３
（－２．１３）

－２．８９
（－７．５５）

０．９５９

註：カッコ内の数値はｔ‐値を示す

表６（参考） 年齢ダミーを用いたりんごの回
帰分析（両辺対数）の結果：それ自身の
価格以外にみかんの価格を算入したケー
ス、１９７９‐２００１年（６０歳以上層をベース）

りんご 定数
価格 りんご

みかん
所得
Ｄ２０’ｓ
Ｄ３０’ｓ
Ｄ４０’ｓ
Ｄ５０’ｓ

１．９３ （１．１０）
０．４６ （１．５５）
－０．６３（－３．６０）
０．５３ （１．２５）
－０．４９（－１２．３２）
－０．３１ （－５．８８）
－０．２２ （－６．４０）
－０．１５ （－３．９５）

修正済みＲ２ ０．７６１
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力性の計測を試みた Huang & Lin（２０００）は，
「（この）方法で算出された品質補正価格は，
ランダムで，世帯毎に異なり，また世帯は短
い調査期間にはかなり似通った価格に直面し
ているという事実と整合しない」と述べてい
る（p.２）。『家計調査』の個票データを分析し
ている石橋によると，どの世帯類型（世帯主
の年齢や世帯人員）でも，世帯収入が高くな
るほど購入単価が高くなる傾向がある（米の
場合）（石橋，２００４年）。

世帯主の年齢階級別世帯データから
構成員個々の年齢別消費を推計する

世帯主が２０歳代前半（世帯員３人），同じく

４０歳代前半（同じく４人），５０歳代後半（同じ

く４人），および６０歳代後半（同じく３人）

と，４つの世帯主年齢階級別にそれぞれの（平

均）世帯消費量が与えられているとしよう。そ

れぞれの世帯員数で割って，２０歳代前半（仮に

２２歳），４０歳代前半（４２歳），５０歳代後半（５７

歳），および６０歳代後半（６７歳）の１人当たり

（平均）消費量とみなすことに問題があるのは

すでに述べた。またこの方法では世帯の重要構

成員である非成人が無視されることになる。わ

が国の世帯類型を日常的に観察していれば，第

一の世帯の３人の１人は乳幼児（ゼロ歳），第

二の世帯の２人はティーンエージャー（１５歳前

後），第三の世帯は２人はともに２０歳代の成人，

最後の世帯のそれも恐らく２０歳代の成人とみて

大きく外れることはないだろう。Xiをｉ歳の１

人当たり平均消費量，Qjを世帯主がｊ歳の世

帯消費量とすると，次のような簡単な連立方程

式が成立する。

１X0＋２X22＝Q22 �

２X15＋２X42＝Q42 �

２X22＋２X57＝Q57 �

１X22＋２X67＝Q67 �

ここでも求めたい個人の年齢階級別消費は，

ゼロ歳，ティーンエージャー，２０歳代の若年成

人，４０歳代の中年，５０歳代後半の高年と６０歳代

後半の老年の６階級である。しかし式は４本し

かないので，連立方程式は解けない。しかし，

乳幼児はこの食品をほとんど食べない，すなわ

ち：X0＝０と考えれば，未知数の数は１個減る。

さらに，人は５０歳代後半から６０歳代にかけては

消費はほとんど変わらない，すなわち：X57＝X67

とおくことが出来れば，求める未知数の数は４

個に減って，上の方程式は解けることになる。

ゼロ歳はまったく食べないとか，５０歳代後半と

６０歳代後半はまったく同じと堅く考えなくとも，

『国民栄養調査』などのサイドエビデンスに基

づいて，乳幼児はティーンエージャーの４分の

１，すなわち：４X0＝１X15 � とおく，さらに

６０歳代後半になると５０歳代後半に比べ２０％程度

消費は落ちる，すなわち：０．８X57＝１X67 �

のように式を立てても，解を求めることは容易

である。

『国民栄養調査』に個人の年齢別のデータが

あるのなら，別にこのような回りくどい推計を

する必要がないのではないかとの疑問があるだ

ろう。しかし同調査は『家計調査』同様世帯単

位で集計され，個人の年齢階級別に摂取量が出

るようになったのは１９９６年以降の調査からでし

かない。さらに品目の区分は，米類，小麦類，

果実類，魚介類などのように大まかで，たとえ

ばパンとうどんとラーメンとか，本稿のように

りんごとみかんなどのように品目を細分した分

析は出来ない。しかも調査の実施時期が，毎年

１１月の日・祭日を除く１日きりなので，生鮮果

物でも桃とかスイカなどの季節性の品目は分析

できない。

『家計調査』の個票データを使って世帯員個

人の年齢別消費を推計したのは日本では森島

（１９８４）が最初で，その後石橋に踏襲されて，
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品目・年次・分析視点などの点で拡大・発展さ

せられてきた（Ishibashi,1997；石橋，１９９８，２００１，

２００４など）。しかし同調査の個票の入手には面

倒な手続きが必要で，政府関係の研究機関でも

希望する過去の全期間にわたってデータを入手

することは容易ではない。その点われわれの用

いる『年報』は数十分間のコピーの手間を惜し

まなければ，誰にでも利用可能である。既述の

ように，細かい品目別に世帯主年齢階級別デー

タが発表されたのは，１９７９年の『年報』からだ

が，米，魚介，果物のような中分類（ただし量

でなく支出額）では，昭和４０年代始めにさかの

ぼってみることが出来る。

上の連立方程式解法で問題になるのは，一つ

はすでに述べたように求めるべき未知数が，年

齢階級の区分の仕方によるが，方程式の数より

多いこと，二つには実際の家族員構成は上の例

示よりはるかに複雑で，しかも世帯主の年齢階

級を『年報』に示される５歳刻みにすると，容

易に決めがたい点である。われわれは初め，

『全国消費実態調査報告』（平成元年）の世帯

属性に関する表をベースに，『国勢調査』，厚生

省『国民生活基礎調査』，および『家計調査年

報』の巻末の付表（ただし世帯員の年齢区分は

単発的で，連続性にかける）の情報を加味して，

少数のベース年について世帯主年齢階級別の家

族員構成を独自に推計した（森・稲葉「果実消

費の停滞と年齢要因」，１９９６年など参照）。やが

てかなり多くの年次について，個票データの解

析に基づく完全な世帯員構成が得られる様にな

った。最初の問題，未知数の数が多すぎる問題

に対する処置は，このあと多少技術的に検討す

る。

年齢階級ｉの個人の平均１人当たり消費量を

Xi，世帯主年齢階級ｊの世帯消費量を Qj，同じ

く世帯員構成を Cij（年齢ｉ階級の個人が世帯

主年齢階級ｊの世帯に平均的にそれぞれ幾人ず

つ存在するかの世帯員分布）とすると，次の関

係が成立する：

�
���

��

����� ������������ �

ここでは個人の年齢は，ゼロ歳から９歳，１０

‐１４歳，１５‐１９歳，－－，７０‐７４歳，７５歳以上の

１５区分とする。世帯区分は『年報』記載のとお

りに，世帯主の年齢２５歳未満，２５‐２９歳，－－，６０

‐６４歳，６５歳以上の１０階級である。ここでもこ

の方程式体系を解くには，未知数に対して方程

式の数が不足している。１０‐１４歳は１５‐１９歳に比

べ，たとえば１０％少ない，あるいは５０歳代前半

と５０歳代後半では１人当たりの消費に差はない

だろうのように想定して，未知数の数を整理す

る，ないし式の数を増やして（たとえば，１．１

X12－１．０X17＝０８））解を求めることは可能であ

る。

しかし実際にそのようにして解いてみると，

ある年齢階級の推定値が周辺の階級に比べ「異

常に」高いないし低い，時にマイナスの値にな

るなど，推定値が安定しないことが珍しくない。

このような「固い」解き方は，そもそも“RO-

BUST”で な い と の 批 判 を 受 け て（川

口，１９９６），上の�式にも誤差項，Ejを設ける。

さらにたとえば上の例で，５０歳代前半（５２歳前

後）と５０歳代後半（５７歳前後）では差が全くな

いとはせず：

１．０X52－１．０X57＝E52 �

のように Slackを認め，誤差項の二乗和を最小

にするように解を求めるのが良いのではないか

が，川口の示唆であった。

それから８年経ち，各方面からの批判や積極

的なコメントを生かし，われわれは次のように

して個人の年齢階級別消費，Xiを求めることに

なった。

年齢・世代効果を補正した需要弾力性の計測
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�式の第２項は，１人当たり個人消費は隣接

する年齢間ではほぼ似通っているであろうとい

う「パラメターの漸進的変化」の条件を現して

いる。品目によりまた年次により，年齢間の関

係について，たとえば上記の�，�式などを支

持するようなサイドエビデンスが得られるとは

限らない。そのような時は，特定の年齢だけで

なく全年齢階級について常識的に無理のない

「漸進的変化」を仮定し，１０本の世帯消費に対

応する式と合わせ，ウエイト付で誤差項の二乗

和を最小化するようにパラメターを推計しよう

とするものである。

現実に世帯主の年齢が若い層，特に２５歳未満

と２５‐２９歳の世帯は『家計調査』の集計数が少

ないこともあって，平均の観測値が安定してい

ない，従って誤差項が年次によって大きく変動

することがある。そのような時，「標準残差」

が２．０を超えないようにペナルティーを課する，

すなわち�式の wjの値を１．０より小さくする。

また個人の年齢別平均消費量は隣り合う階級間

ではあまり変わらないであろうという仮定は一

般には妥当するとしても，品目・年次によって

は特定年齢階級の間で飛躍がある，すなわちそ

の仮定の一部が大きく崩れることもある。初め

からそのことが分っていれば，�式の第２項か

らその部分を抜いておくことも出来るが，それ

をあらかじめ予見することは難しいし，個人の

先入観を研究に導入することが望ましいことで

あるとは思えない。wkは始めにそれぞれ１．０の

ウエイトで計算し，残差が大きい式に対して

「標準残差」が２．０を超えないようにウエイト

を操作する。計算の技術的詳細は別のところで

専門的に述べているので，参照されたい（Tanaka,

Mori, and Inaba,“Re-estimating,”２００４）。そのよ

うにして推計されたりんごおよびみかんの個人

の年齢階級別１人当たり消費量が，表７‐８に

示されている。

りんごおよびみかんのいずれについても，２０

歳代・３０歳代の成人を含み若年層消費が高・老

年層に比べかなり少なく，さらに若い層と高・

老年層の差が最近とみに拡大している。この２０

数年間にみかんはどの年齢層でも押しなべて減

少しているが，減少の率では若い層で著しく，２０

年前の５分の１の水準にまで激減している。そ

れに引き替え，りんごは若い層はみかん同様激

減しているが，５０歳代後半以上の高・老年層で

はやや増えているようである。

１９８０年の２０歳代と４０歳代は２０００年にはそれぞ

れ４０歳代と６０歳代になっているのだが，りんご

とみかんのいずれについても，同じ年齢層を垂

直に眺めるだけでなく，対角線に沿って出生コ

ウホートの動きを辿る必要がありそうである。

直感力に優れた人は，これらの数字から定性的

にはかなりのことは掴めるであろうが，本稿が

目的としている，２０数年間の実際の変化から年

齢の効果（高齢層が厚くなったのだから全体的

には恐らく上向きの効果），と世代交代の効果

（古い世代が戦後の高度成長期以降に生まれた

「果物離れした」９）世代に交代されたから恐ら

く下向きの効果）を，定量的に排除できるとは

思えない。われわれは次節でその課題に取り組

みたい。

８） このような人為的な仮定に，「科学的でな
い」と否定的に反応する人が少なくない。し
かし『国民栄養調査』などでは，個人の年齢
区分は２０歳代，３０歳代のように初めから１０歳
刻みである。また民間の市場調査などでも，
被調査主体の年齢区分は１０歳区分が普通であ
る。ということは，たとえば４０歳代前半と４０
歳代後半では行動に大きな違いはないと想定
されているからであろう。われわれはそれで
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も，１．０X42－１．０X47＝E42のように，誤差項を設
けることにした。

９） 「若者の果物離れ」を政府の公式文書でう
たったのは，『農業白書 平成６年度』，�‐１
（１９９５）である。われわれの年齢視点からの
定量分析はその頃から始まった。（森・稲葉
「果物消費の停滞と年齢要因 “果実フォーラ
ム”の記録 」『専修大学社会科学研究所月
報』，No.３９９，１９９６年９月）。

個人の年齢別消費を年齢・世代・
時代効果に分離する

従来の需要分析では，いわば社会の代表的個

人（“the single consumer,”Prais and Houthakker,

１９９５, pp.9-11）の効用関数を前提し，ある時点

で所得と諸財の価格が与えられたとき，彼ない

し彼女はその所得から効用を最大化すべく如何

に諸財への配分を決めるか，それぞれの財を如

何ほど購入するかを中心的に扱ってきた。社会

の構成員は嗜好において均一ではないが，構成

が時代を通してほぼ一定に保たれているときは，

時系列分析において社会をあたかも同一個人な

いし集団であるかのようにみなして分析するこ

とが許される。

しかし本稿ですでに見てきたように社会の構

成員は，年齢階級とさらには生まれ育った時代

背景を異にする集団によって，嗜好や行動様式

において顕著に相違するらしいことが窺がわれ

る。他方わが国の消費人口は戦後の数十年の間

に，年齢構成に関して激変し，また生まれ育っ

た経済・社会環境が著しく異なったため，去り

行く旧世代と参入してくる新しい世代の間の格

差はきわめて大きい。

年齢別のデータが得られないときは，必ずし

も明確な定式化を意識することなしに，たとえ

ばトレンド項を設ける，ダミー変数を挿入する

などして時系列分析の精度を高めようとしてき

た。それでもうまくいかないときは，どうも重

大な「構造変化」が生じたらしいと逃げるのが

おちであった。あるいは最近の需要体系分析で

は，「構造変化」の存在を意識するか否かは別

として，比較的短い期間の月次データを使う傾

向がある（松田，２００１など）。しかし季節性の

高い生鮮果物の分析には月データは不向きだし，

説明変数として所得を導入することは不可能に

近い１０）。

前節で得られた個人の年齢階級別データがあ

る期間にわたって与えられたとき（表７‐８），

それらの数字を，年齢に帰属すべき効果（年齢

効果），世代に帰属すべき効果（コウホート効

果）およびそれら２つの効果を除去した時代

（ここでは年次）そのものに帰属すべき効果

（年次効果）に分離するのがコウホート分析で

ある。もっとも単純な線形のＡ／Ｐ／Ｃモデルは，

以下のように定式化される。

Xit＝B＋Ai＋Pt＋Ck＋Eit �

Xit＝ｉ年齢階級の個人のｔ年における平均消費

量

B＝総平均効果

Ai＝ｉ年齢階級に帰属すると考えられる年齢特

有の効果

Pt＝ｔ年特有の時代効果（その年次に存在した

経済状況や気候・供給関係などを反映）

Ck＝ｋなる世代特有のコウホート効果

Eit＝ｉ年齢階級のｔ年の誤差項

�式を表７ないし８のデータに当てはめて，

総平均効果を含めそれぞれの効果を推計しよう

とするのだが，われわれはここで重大な問題に

遭遇する。たとえば，２０００年に５０歳の個人は例

外なく１９５０年に出生している。かように３つの

変数のうち２つが決まれば，あとの１つは自動

的に決定される。t＝i＋k（ここでｉはｉ年齢

階級の実際の歳とし，ｋも同じくｋ番目の世代

年齢・世代効果を補正した需要弾力性の計測

４９



表８ 年齢階級別世帯員１人当たり家計消費量の推計値：みかん、１９７９‐２００１年 （�／年）

‐９ １０‐１４ １５‐１９ ２０‐２４ ２５‐２９ ３０‐３４ ３５‐３９ ４０‐４４ ４５‐４９ ５０‐５４ ５５‐５９ ６０‐６４ ６５‐６９ ７０‐７４ ７５‐

１９７９
１９８０
１９８１
１９８２
１９８３
１９８４
１９８５
１９８６
１９８７
１９８８

１２．８６ １２．９２ １３．３８ １３．８４ １３．９８ １４．８１ １７．４０ ２０．５６ ２１．６４ ２２．６９ ２２．６７ ２２．３９ ２２．５５ ２１．５８ １９．８８
１０．５８ １０．２２ １０．３８ １０．６６ １０．９４ １１．７４ １８．５７ １８．２８ １９．１５ １９．８０ ２０．１２ ２０．４７ ２０．８０ １９．９５ １８．３６
９．５３ ９．７０ ９．９０ ９．８５ ９．７５ １０．５８ １２．１２ １６．３３ １７．３３ １７．７５ １７．３７ １８．０８ １７．７８ １６．８４ １５．４４
８．０５ ８．４７ ８．９５ ８．９９ ９．２０ ９．９６ １３．６６ １４．４３ １５．８３ １５．７５ １７．０６ １６．８３ １５．８９ １７．７４ １３．４４
９．１２ ９．１１ ９．２４ ９．６３ ９．９６ １０．６７ １２．４０ １６．１２ １６．７１ １７．８４ １８．４０ １８．２６ １７．９５ １６．９８ １５．５８
６．６７ ７．１０ ７．１８ ７．５１ ８．０４ ９．０２ １０．２７ １３．１４ １３．６１ １４．９０ １６．６１ １７．０８ １６．７７ １５．８４ １４．５２
６．１３ ６．０９ ６．１０ ６．１６ ６．４８ ７．３５ ８．１９ １２．７１ １３．５３ １３．９６ １５．０８ １５．９７ １６．１４ １５．４４ １４．１９
６．０７ ６．１１ ６．１３ ６．１８ ６．２６ ６．８０ ７．６１ １１．９７ １２．５０ １３．００ １５．６１ １６．０８ １５．７５ １４．８５ １３．５９
４．７８ ５．５２ ５．７９ ５．６７ ５．６５ ５．９５ １１．３８ １２．９１ １２．９６ １２．８１ １６．７７ １６．０１ １５．８０ １５．０１ １３．７９
３．８１ ４．３８ ４．８７ ４．８９ ５．００ ５．６７ １０．２２ １１．５３ １２．４０ １２．５０ １６．１１ １６．９０ １６．８６ １６．０７ １４．７６

１９８９
１９９０
１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８

３．３９ ３．５９ ３．９７ ４．１４ ４．５５ ５．２８ ８．５２ １０．９９ １２．０６ １２．３０ １３．２４ １４．３９ １４．６６ １４．０８ １２．９７
２．４７ ２．９６ ３．６３ ３．９２ ４．２４ ５．００ ８．８０ ９．８１ １１．１５ １１．５３ １４．１６ １４．６８ １４．１７ １３．３２ １２．１８
２．４７ ２．６６ ２．８１ ２．９５ ３．２７ ４．０５ ５．３９ １０．０４ １１．０２ １１．５９ １２．７６ １３．６６ １３．０４ １２．１６ １１．０７
１．３３ １．７９ ２．３３ ２．９１ ３．４５ ４．３２ ７．９６ ９．３８ １０．３４ １１．５２ １２．５２ １３．４９ １３．４７ １２．８４ １１．８２
１．８６ ２．２１ ２．６２ ２．９２ ３．１４ ３．６７ ７．５８ ８．４５ ９．１２ ９．７０ １２．７４ １３．１８ １３．４２ １２．９０ １１．９１
２．４３ ２．４４ ２．４３ ２．４３ ２．５８ ３．１３ ３．８１ ７．４３ ７．９３ １１．７１ １２．４６ １２．８４ １３．８９ １３．６８ １２．７１
１．９９ １．９１ １．９８ ２．２６ ２．４８ ２．８９ ３．１５ ８．０１ ８．２５ ９．０５ １１．６９ １２．１６ １２．８０ １２．４６ １１．５４
１．４６ １．５２ １．６９ ２．０３ ２．２８ ２．７０ ３．５７ ７．１１ ７．６５ ８．６６ １１．３４ １２．０３ １２．０９ １１．５３ １０．６１
１．５１ ２．０７ ２．４７ ２．５８ ２．５６ ３．０２ ４．３９ ５．７７ ６．８９ １０．１７ １０．３６ １０．９４ １２．４６ １２．６１ １１．８５
２．２１ ２．２３ ２．１６ ２．０６ ２．００ ２．１９ ２．８４ ６．４９ ６．７１ １０．７８ １０．９７ １２．８１ １３．０２ １２．４９ １１．４９

１９９９ ０．９８ １．５１ １．９９ ２．３３ ２．５８ ３．１５ ４．６２ ５．８７ ７．１７ ８．２６ ８．９９ １２．２５ １２．３５ １１．８６ １１．９８
２０００ １．６１ １．６７ １．７０ １．７８ １．９１ ２．２９ ３．１４ ５．８１ ６．２７ ８．５３ ９．１６ １１．９６ １２．８１ １２．６１ １１．７１
２００１ １．８２ ２．１３ ２．１９ ２．１２ ２．１４ ２．４６ ３．４４ ４．４４ ７．０２ ８．９８ １１．０９ １２．４２ １２．８３ １２．４２ １１．４６

表７ 年齢階級別世帯員１人当たり家計消費量の推計値：りんご、１９７９‐２００１年 （�／年）

‐９ １０‐１４ １５‐１９ ２０‐２４ ２５‐２９ ３０‐３４ ３５‐３９ ４０‐４４ ４５‐４９ ５０‐５４ ５５‐５９ ６０‐４ ６５‐６９ ７０‐７４ ７５‐

１９７９
１９８０
１９８１
１９８２
１９８３
１９８４
１９８５
１９８６
１９８７
１９８８

３．９６ ３．９０ ３．９３ ３．９０ ４．００ ４．１６ ３．８８ ３．９１ ５．３８ ５．４０ ５．３８ ５．６３ ７．９３ ７．５８ ６．９５
３．６８ ３．８２ ４．００ ４．０３ ４．０５ ５．５８ ５．７２ ５．９１ ６．２７ ６．２４ ７．４１ ７．２１ ７．００ ６．５９ ６．０４
４．１６ ４．２０ ４．３７ ４．５１ ４．５８ ４．６２ ５．００ ４．９８ ５．３９ ５．６９ ５．５１ ７．３３ ７．４７ ７．２０ ６．６４
４．０７ ４．４１ ４．６１ ４．５４ ４．５２ ４．４７ ４．８９ ５．２８ ５．６４ ５．４２ ７．５２ ７．２３ ６．６１ ６．０４ ５．４８
４．２７ ４．４１ ４．２７ ４．２４ ４．２２ ４．６１ ５．２２ ５．６４ ５．５８ ６．０６ ８．５４ ８．６０ ８．３０ ７．７９ ７．１３
３．７４ ４．１１ ４．４２ ４．３５ ４．４８ ４．８８ ４．９９ ５．８３ ６．４６ ６．２８ ７．０３ ７．７３ ８．３６ ８．２４ ７．６３
３．２０ ３．２５ ３．１８ ３．２６ ３．４８ ４．１１ ４．７３ ５．２６ ５．４６ ６．１１ ６．７１ ７．４５ ８．０８ ７．９７ ７．４１
３．５２ ３．５５ ３．４２ ３．３５ ３．２８ ３．５５ ３．９０ ５．５９ ５．５０ ５．６７ ８．８８ ８．５２ ８．２４ ７．７３ ７．０６
３．１９ ３．２７ ３．１７ ３．２４ ３．３８ ３．９１ ５．４４ ６．０２ ５．９１ ６．５３ ８．６９ ８．９８ ９．０６ ８．６７ ７．９８
３．４８ ３．４６ ３．３７ ３．３７ ３．３８ ３．６０ ３．９８ ７．３１ ７．３５ ７．６２ ９．３７ ９．６５ ９．６０ ９．１１ ８．３５

１９８９
１９９０
１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８

２．４２ ３．０１ ３．４６ ３．３７ ３．４６ ４．０５ ４．８５ ６．０４ ７．１２ ６．９４ ７．６３ ８．４３ ９．４５ ９．４７ ８．８６
２．８１ ２．９２ ２．８９ ２．７１ ２．５９ ２．９５ ３．６４ ６．３４ ６．６７ ６．５９ ９．８７ ９．７１ ９．９１ ９．５４ ８．８０
１．３８ １．３９ １．７０ ２．１８ ２．６６ ３．１７ ６．１４ ６．４３ ７．２６ ８．１０ ８．９８ ９．５３ １０．４１ １０．２９ ９．５９
１．８５ ２．０４ ２．１２ ２．２７ ２．４４ ３．０５ ４．１０ ６．３１ ６．７８ ７．７９ ８．０２ ９．１２ ９．０１ ８．５３ ７．８２
２．５２ ２．５５ ２．５３ ２．４６ ２．５０ ２．９２ ３．７５ ６．５３ ７．０３ ７．２８ ９．８９ １０．７３ １１．２６ １０．９４ １０．１１
０．９１ １．３９ １．９９ ２．５６ ２．９７ ３．７２ ４．４４ ５．５５ ６．７１ ７．９１ ８．５１ １１．８９ １１．５４ １０．８９ １０．０１
２．１４ ２．４４ ２．４４ ２．２５ ２．１２ ２．３１ ３．１２ ３．８９ ６．７５ ６．８５ ９．９５ １０．３４ １０．５９ １０．２１ ９．４１
１．５０ １．６２ １．７８ ２．０６ ２．３２ ２．７５ ３．４６ ４．０８ ６．４８ ７．３７ ８．６３ ９．１２ １０．２０ １０．２０ ９．５５
１．２５ １．４１ １．５３ １．５６ １．６４ １．９７ ３．９６ ４．５１ ４．８７ ７．７０ ９．０３ ９．４９ １０．２０ １０．０５ ９．３２
０．８５ １．０７ １．３０ １．３９ １．５８ １．９７ ３．９８ ４．５５ ５．１８ ８．１４ ８．６８ ９．３９ ９．９５ ９．７５ ９．０３

１９９９
２０００
２００１

１．２０ １．４４ １．５３ １．５１ １．５３ １．８３ ２．４３ ３．１９ ３．５７ ６．１８ ７．６１ ８．１９ ９．６０ ９．３５ ８．６５
１．２１ １．４７ １．５５ １．５２ １．５２ １．７３ ２．４７ ３．２８ ３．６７ ６．３４ ６．７４ ９．７２ １０．７５ １０．５７ ９．８１
１．６３ １．７３ １．６３ １．３８ １．１９ １．３１ １．８１ ２．２１ ４．７０ ４．５０ ８．６６ ８．８７ ９．３４ ９．１２ ８．４４
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の実際に出生した年次とする）の１次の線形関

係が存在する。これがコウホート分析における

「識別問題」で，何らかの人為的制約条件を課

さないと解は得られないとされている。われわ

れはここしばらく，中村が提案した「パラメタ

ーの漸進的変化」という比較的自然な制約条件

を追加して解を求めている（森・ゴーマ

ン，１９９９；森・田 中・稲 葉，２００４；Mori and

Clason,２００４など）。本稿でもモデルはこれまで

と同じである。

理論的には，「仮に関数（ここでは�式）に

対する制約が技術的に可能であるとしても，理

論的に正しい制約を課する機会は不可能なほど

小さいという意味において，それらは現実には

認めがたい」（森訳）（Mason and Fienberg,１９８５,

p.４）。われわれが用いるベイズ型コウホート

モデルは，この問題を理論的に解決するもので

はなく，あくまでも Operationalな Alternatives

の１つでしかないことを認めておく必要がある。

なお中村モデルにおいて，制約条件である

「パラメターの漸進的変化」に課するウエイト，

ハイパーパラメターを決定する際，ABIC（『赤

池のベイズ型情報量基準』）が唯一の役割を果

たしているが，われわれは現実の計算を通して

その立場にいささか疑念を持っている（Mori,

et al., ２００１；朝野，２００１，３５８‐９頁など）。本

稿のコウホート分析においても，最終的な決定

には主観的判断を加えている。その点に対して

は中村を支持する立場からは批判があろう。し

かし「識別問題」だけがコウホート分析の主要

な問題ではない。

上に挙げた線形の APCモデルにおいて，わ

れわれはたとえば５０歳代後半の年齢効果，A57

は調査の全期間にわたって同じと想定している

わけだが，一般の企業の定年は２０‐３０年前まで

は５５歳であったが，現在では６０歳に延長されて

いる。当時も定年後しばらくはパートなどで働

いていたかもしれないが，「第一の人生」で定

年退職するかどうかは，消費行動全体（裏腹と

して貯蓄行動）に重大なインパクトを与えるで

あろう。２０‐３０年前までは，女性は２５歳以前で

結婚し，２０歳代後半で１子ないし２子をもうけ

るのが普通であったとされるが，現在では婚期

は大幅に晩くなっているし，結婚した後の家族

計画も以前とは違っている（USA TODAY, June

３, ２００４, １７Ａ）１１）。またわれわれはこれまで，

社会の高齢化の影響を主たる関心としてきた

が，２０‐３０年前の７０歳代と現在の同年齢層では

消費行動における「元気」の程度が違っている

ように見える。そのどれだけが肉体的な意味の

年齢効果に差が生じたためで，どれだけが世代

効果の違いなのかは，統計技術上の「識別問

題」だけで処理さるべき問題ではないだろう。

とすると，対象期間中にそれぞれの年齢効果が

一定であったとする大前提は崩れることになる。

特に本稿の主たる関心事である時代効果につ

いて，われわれはある年次においては，どの年

齢セルにも絶対値で同じ年次効果，Ptがかかる

と想定している。その年はみかんの豊作で値段

は安く，味も優れていたというような効果は，

老若おしなべて一様に作用したであろうと想定

してあまり抵抗がない１２）。しかし最近の「健

康ブーム」で，たとえば「１日１個のりんごが

高血圧に良い」がかなり消費拡大に作用したと

して，その効果が若い年齢層にも等しく作用し

たとは思えない。そのことと関連するのだが，

われわれは食生活における世代効果は１０歳代後

半から２０歳代にかけて形成され，それが一生持

続されると想定しているのだが，たとえば５０歳

代前半で高血圧との関連でりんごを食べる習慣

ができれば，それがその後の残りの人生に持ち

越されることになるだろう。

繰り返しになるが，コウホート分析における

「識別問題」に対処するためには，われわれは

年齢・世代効果を補正した需要弾力性の計測
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中村の提案した制約条件：「パラメターの漸進

的変化の条件」を妥当と考え，ABICを眺めな

がらハイパーパラメターの組み合わせを選んで

最適化を図る仕方を原則的に踏襲する。しかし

すでに述べたが，ABICを唯一の基準として到

達したイテレーションの結果を最善の推定値と

は考えない。それらの値を使って近未来の予測

を行ったとき，ある年齢階級の消費がほとんど

ゼロに近いないしマイナスの値を示したりする

ことがあった。「近い将来日本の若い人が米は

まったく食べなくなることがあるとは考えられ

ない」という投稿した某ジャーナルの査読者の

コメントは，教育的であった。その時は現在の

若い人たち，すなわち新しい世代のコウホート

効果を負に過大に推計していた，すなわちコウ

ホート効果の漸進的変化の条件に与えるハイパ

ーパラメターの値が相対的に大きすぎた（分

母），すなわちペナルティーが小さすぎたよう

である。

過去の動きを，年齢効果／世代効果で「過

大」に説明しすぎると，時代効果の推計値が低

く出る。あるいは逆に，時代効果を過小に見積

もると，年齢効果／世代効果のいずれか，ない

し両者が過大に推計される。推計の問題からで

あろう，時代効果からトレンドを外してコウホ

ート分析を行った Deaton & Paxson（台湾の貯

蓄率，１９９４）および彼らの方法を踏襲した

Blisard（米国の食料消費，２００１）の分析結果は，

いずれも世代／年齢効果を過大に推計している

ように見える１３）。

前節でえられた個人の年齢階級別消費の推計

値，１９７９‐２００１年を，中村のベイズ型モデルに

準拠しながら，時に若干常識的判断を加えて，

年齢・年次および世代の３効果に分離したのが

表９‐１０に示されている。今回の推計がこれま

でのそれと若干違うのは，年次別に各年齢階級

セルを同じウエイトで回帰するのではなく，便

宜的に５年毎の実際の人口比率の逆数でウエイ

ト付けして計算した点である。最小化の計算：

（�
�

�
�

�������������������）で，コウホー

ト表の中で人口比の小さい年齢セルはそれだけ

軽く扱われている。具体的には調査期間の初め

の頃の高齢者層の個人消費は，相対的に軽く，

また調査期間の後期では若い層が以前より軽く

扱われることになった。推計された年次効果の

解釈を厳密にしようとすれば，多少の注意が要

るが，従来のように人口比のウエイトなしで行

った推計値と，実際の人口比でウエイト付けを

した推計値に顕著な差異は見られなかった。

１０） 多くの農作物は年に一回収穫される。その
年の天候や生産者行動（典型的には「クモの
巣」反応）などによって作柄が支配され，量
・価格・品質が決定される。収穫後は流通業
者の投機によって変動することもあるが，同
一生産期間内には大きな変化は見られないの
が通常である。例えば毎年秋に収穫されるみ
かんやりんごの場合，１０月の価格も１１月のそ
れも似たようなものである。しかし例えば，
天候に恵まれた昨年と度重なる台風にたたら
れた今年（２００４年）では，市場供給量・価格
に大きな差が生ずるのが自然である。他方，
毎年１２月はボーナス月でもあり，正月に備え
た買い物が集中する為，牛肉や一部果物など
の購入単価は跳ね上がり（たとえば牛肉の場
合和牛が増えるなど），購入量も増加する（付
録表１参照）。また本文でも述べたが，家計の
所得は多くの組織では年度で決まり，年央お
よび年末の賞与はその月だけで消費さるべき
ものではない。従って，価格と所得で農産物
の需要を説明しようとするとき，月別のデー
タは，月別ダミーなどの工夫を施して，そも
そも適切ではないと考えられる。
また，月別ないし季節別のデータを用いて
一見良好な推定結果を生んでいる需要体系分
析で，「所得」として扱われる変数は，肉類
（Mori & Lin, １９９０；土田，１９９９）なり野菜
（松田，２００１）や果物など当該システムに向
けられた支出であり，世帯の所得がどれくら
い増加すれば消費はどれくらい増えるか／減
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るかのベースになる所得弾力性の分母とは異
なる点も注意しなければならない。

１１） 母の年齢階級別に見た出生数は，この２０数
年の間に２０歳代から３０歳代にシフトしている。
たとえば１９７５年に２０歳代前半および後半の出
生数は，それぞれ４７．９万と１０１．５万であった
が，２００１年には１５．７万と４５．０万に激減した。
同じ期間に３０歳代前半と後半のそれは，３２．０
万と６．３万から，それぞれ４０．０万と１２．７万に増
加している（『日本の統計２００３』２５頁）。

１２） われわれのモデル�式は線形のアディティ
ブの形で，時代効果はどのセルにも等しい絶
対値でかかる。果物のように個人消費が年齢
階級によって１０対２‐３のように大きく異なっ
ているときは（表７‐８），比率に関し均一な
時代効果のほうが望ましいかもしれない。

１３） Deatonたちの推計では，対象期間（１９７６‐
１９９０年）の経済成長による個人所得の増大
（貯蓄率の向上；消費性向の低下）は，ほと
んどすべてコウホート効果と一部年齢効果に
帰属させられている。彼らの報告に対してコ
メントした J.Skinnerは，「上げ潮はすべての舟，
少なくともすべての年齢の舟を押し上げる」
のではないかとの疑念を提示した（Skinner,

１９９４, p.３６０）。

「年次効果」を使って需要弾力性を
推計する

１９７９年から２００１年までの２３年間における個人

の年齢階級別の推定消費量から，単純なＡ／Ｐ／

Ｃコウホートモデルを用いて，年齢効果と世代

効果を抜き去り，純粋の時代（年次）効果を抽

出した（表９‐１０の第２欄）。すでに散発的に述

べたが，このようにして推計された時代効果に

は，その時代・時代（ここでは各年次）に存在

した当該品目の価格，競合・補完品目の市場状

況（価格だけでなく，商品の参入・退出などを

含む），および平均的消費者の購買力や消費意

欲（しばしば挙げられる“consumer confi-

dence”など）の経済・社会的諸条件と，果物

であればその年は生り年で味が良かったとか，

夏期のスイカであれば雨が多くて甘みがなくし

かも冷夏であったなどなどの条件が加わる。

われわれは本稿の対象，りんごとみかんにつ

いては，時代（年次）効果を左右する要因とし

て，単純化のために当該品目の平均価格と，全

世帯の１人当たり平均消費支出の２変数のみを

考える。この２０数年間にたとえばみかんの場合，

早生みかん，特に夏季の温室みかんが増えてお

り，消費期間も平均価格も変化している１４）。

他方，かつてのように一家でコタツを囲み，テ

レビを観ながらみかんを食べるといった情景は

あまり見られなくなった。またりんごについて

表９ りんごの年齢階級別個人消費を年齢・年
次・世代効果に分離する、１９７９‐２００１年
総平均効果＝５．３８９７；Ｒ２＝０．９６０８（�／年）

年齢効果：Ａｉ 年次効果：Ｐｔ 世代効果：Ｃｋ

年齢階級
（歳）

暦年 出生年

１９７９－１．６８９ ‐１９０４ ０．６０３
２０‐２４ ０．５３８１９８０－０．７９１１９０５‐０９ ０．７０９
２５‐２９ －０．４０３１９８１－１．０１６１９１０‐１４ １．２６０
３０‐３４ －１．１９８１９８２－０．９１７１９１５‐１９ １．５９３
３５‐３９ －１．５９０１９８３－０．４４３１９２０‐２４ １．９９１
４０‐４４ －１．４６５１９８４－０．３１１１９２５‐２９ ２．４６９
４５‐４９ －１．４１５１９８５－０．８０７１９３０‐３４ ２．７９６
５０‐５４ －１．１２３１９８６－０．６４６１９３５‐３９ ２．３７６
５５‐５９ ０．３０８１９８７－０．０６１１９４０‐４４ ２．３９０
６０‐６４ １．１３５１９８８ ０．３６９１９４５‐４９ ２．１０３
６５‐６９ １．７８９１９８９ ０．２６６１９５０‐５４ ０．４８２
７０‐７４ １．８４６１９９０ ０．２３７１９５５‐５９ －０．５４６
７５‐ １．５７８１９９１ ０．７３４１９６０‐６４ －１．７１１

１９９２ ０．２３４１９６５‐６９ －３．１９４
１９９３ ０．９６２１９７０‐７４ －４．１４７
１９９４ １．２０２１９７５‐７９ －４．７３１
１９９５ ０．６１９１９８０‐８４ －４．４４４
１９９６ ０．６３２
１９９７ ０．５３６
１９９８ ０．６１５
１９９９－０．０４８
２０００ ０．３４９
２００１－０．０２６

註：推計において年齢・年次・世代効果に与えられたハイ
パーパラメターの値は、それぞれ１６：３２：８である。

年齢・世代効果を補正した需要弾力性の計測
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は，「甘くなりすぎて昔のりんごの味がしな

い」などなどの声も聞かれる。しかしそれは最

近の日本人の舌にマッチしているのかもしれな

い。これらのトレンド要因は恐らくかなりの程

度，それぞれの「時代効果」に影響しているの

であろうが，それらはわれわれが当面選んだ２

変数，価格か所得のいずれかに帰属させられる

ことになる。

前節で試みた年齢・世代・時代（年次）効果

への分離において，われわれは通常のゼロサム

の条件を課している：�������������。

したがって，年次効果もある年はプラス，別の

年はマイナスの係数を示す１５）。両辺対数をと

って計算した表４‐６の仕方に倣い，本節でも

対数化して回帰を行う都合で，被説明変数には

［総平均効果＋年次効果］を持ってくることに

する１６）。説明変数は，表４を計算した年齢を

まったく無視した総平均値の回帰同様，価格は

年の平均価格（実質），所得は全世帯平均１人

当たり消費支出（実質）をあてる。

計算結果は表１１に示されている。狭義の年齢

要因のみを（ただし不完全に１７））計算に組み

入れた表５‐６の場合と顕著に違う点は，りん

ごの価格弾力性の符号である。あまり高いｔ‐

値ではないが，価格弾力性は正当に負のサイン

を持ち，値も０．４前後で，不自然ではない。ま

た式の決定係数も，表４および表５の大部分の

年齢階級と比べ，改善は歴然としている。所得

弾力性もここでは高いｔ‐値を持ってプラス１．３

‐４と推計されている。みかんについては，統

計指標上歴然たる改善は見られないが，それぞ

れの係数のｔ‐値も，決定係数もほぼ満足すべ

きレベルで，マイナス０．３弱の価格弾力性の値

も，たとえば表６の，マイナス１．５に比べると，

われわれの常識にマッチする。全体としてマイ

ナスの作用を持つであろう世代交代の効果を勘

案しないと，対象期間の消費の激減（６０％に近

い）を，価格の上昇（３０％前後）で強引に説明

することになる。また所得弾性については，－

１．９とかなり負の値が大きいが，例えば表４の

－３．３に比べると格段に小さい。世代効果の作

用を勘案しないと，実際の消費減を上記の価格

騰貴と並んで，所得の増大（所得効果はここで

はマイナス）に不当に帰属させることになるの

であろう。

１４） 例年６月から９月に供給されるみかん
は，１９８０‐８１年は全体の１．２％，１９９０‐９１年は同
じく４．０％だったが，２０００‐２００１年は６．０％にな
っている。また夏季のみかんは，かなり割安
になった最近でも年平均価格の５倍前後して

表１０ みかんの年齢階級別個人消費を年齢・年
次・世代効果に分離する、１９７９‐２００１年
総平均効果＝１０．３４５；Ｒ２＝０．９８２２（�／年）

年齢効果：Ａｉ 年次効果：Ｐｔ 世代効果：Ｃｋ

年齢階級
（歳）

暦年 出生年

１９７９ ６．７８０ ‐１９０４ ３．６６５
２０‐２４ －０．４０７１９８０ ４．７６７１９０５‐０９ ４．０９５
２５‐２９ －０．９９６１９８１ ２．６４５１９１０‐１４ ４．２９７
３０‐３４ －１．４００１９８２ １．９６０１９１５‐１９ ４．３４８
３５‐３９ －０．２８６１９８３ ３．０６６１９２０‐２４ ４．２３０
４０‐４４ ０．９３９１９８４ １．１８０１９２５‐２９ ４．１９３
４５‐４９ ０．４５２１９８５ ０．２２５１９３０‐３４ ３．４７５
５０‐５４ ０．４４２１９８６ ０．００２１９３５‐３９ ２．３７１
５５‐５９ ０．８７３１９８７ ０．５５０１９４０‐４４ １．４３２
６０‐６４ １．０１７１９８８ ０．３２７１９４５‐４９ －０．３５６
６５‐６９ ０．６９０１９８９－０．５９８１９５０‐５４ －１．５３６
７０‐７４ －０．１２６１９９０－０．７７６１９５５‐５９ －３．２０１
７５‐ －１．２００１９９１－１．５４５１９６０‐６４ －４．０６８

１９９２－１．１７４１９６５‐６９ －４．８９１
１９９３－１．４８７１９７０‐７４ －５．３９６
１９９４－１．７６６１９７５‐７９ －５．７５６
１９９５－２．１３９１９８０‐８４ －６．９０２
１９９６－２．３６４
１９９７－２．０７３
１９９８－１．９０９
１９９９－２．０００
２０００－２．０６１
２００１－１．６０８

註：推計において年齢・年次・世代効果に与ええられたハ
イパーパラメターの値は、それぞれ１６：１６：３２である。
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いる。長期間にわたる年データの取り扱いに
は，注意が必要だが，本稿の主要関心事から
離れている。

１５） Attanasio（１９９８）や Blisard（２００１）のよう
に，対象期間にトレンドを認めず，年々の変
動 が ゼ ロ サ ム に な る と い う 仮 定：
������������とは違う。

１６） 上記のように，個人消費量の理論値，予測
される消費量は，どの年齢階級もすべての年
次について，ゼロ以下にならないようにハイ
パーパラメターの値を操作した。

１７） 繰り返すまでもないが，世帯主年齢階級別
の世帯データをそのまま使っているので，本
来の個人の年齢階級別の分析にはなっていな
い。

結論と今後の課題

食品に限らず消費が個人の年齢で変異するこ

とは良く知られている。わが国のように戦後急

激な経済・社会変革を経験したところでは，生

まれ育った環境を異にする世代によって，消費

のパターンは目だって異なる場合が少なくない。

社会の年齢構成が急速に高齢化し，さらに戦前

生まれと戦後生まれ，さらには高度成長以降生

まれの世代の参入・交代が顕著に進んでいると

ころでは，社会の総平均消費を従来のようにあ

たかも同一の経済主体，均一の効用関数を暗黙

に前提して，所得と価格などの経済変数のみで

説明しようとすることには無理がある。

われわれは本稿において，年齢と世代による

変異が最近特に顕著であることが知られる生鮮

果物（Mori & Inaba, １９９７）から主要２品目，

りんごとみかんを選び，まず『家計調査年報』

記載の世帯主年齢階級別世帯デーから，田中・

森・稲葉モデル（２００４）を用いて，世帯員個人

の年齢階級別消費を推計した。１９７９年から２００１

年にいたるそれらの年齢階級別個人の消費を，

中村のベイズ型コウホートモデルを用いて，年

齢・出生世代・時代（年次）の３効果に分離し

た。

次に同期間における年齢効果（社会の高齢化

の影響）と世代効果（戦後世代の参入と戦前世

代の退出の影響）を除去した純粋の時代効果を，

各年次の価格と構成員１人当たりの所得に回帰

させ，「広義の年齢」要因から自由な需要弾力

性を計測しようと試みた。

１９７９年から２００１年の期間について，年齢要因

の補正を不完全にしか行わない場合に比べ，り

んごの価格弾力性はプラスからマイナスの符号

を示すようになり，また所得の係数を含めｔ‐

値と式の決定係数などにも顕著な改善が見られ

た。みかんについては，りんごのケースのよう

に経済常識的および統計的な基準からして顕著

な改善が見られたとは言えないが，新たに推計

された価格弾力性はマイナス０．３弱で，りんご

のそれとも近似し，われわれの生活実感により

合致する。

問題は，りんごの所得弾性はプラス１．４で，

みかんのそれはマイナス１．９と推定されている

点に関してである。石橋が個票データを世帯類

型（世帯主年齢と世帯員年齢別人数）で区分し，

年齢要因をコントロールして行ったクロスセク

ション分析の結果（付録表３に一部収録）では，

消費量に対する所得の係数は，りんごとみかん

のいずれもプラスと推計されている。いずれも

「優等財」なのである。プラスの値はりんごの

表１１ 従属変数に（総平均効果＋年次効果）を
用いて行った回帰分析（両辺対数）の結
果：りんごおよびみかん

定数 価格 所得 修正済みR2

りんご
－２．７８
（－３．８７）

－０．３８
（－２．１２）

１．３６
（７．６６）

０．８１

みかん
７．２３
（９．３４）

－０．２８
（－２．０８）

－１．９２
（－６．１９）

０．９２

註：カッコ内の数値はｔ‐値を示す
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ほうがやや大きいが，みかんのそれもゼロを有

意に超えている。この結果は我々の常識に一致

する。みかんを先に触れた米のように，「劣等

財」とみなすことには，我々の日常の生活感覚

からして抵抗がある。まして，マイナスの値が

ゼロに近いのならいざ知らず，２．０に近いのは

いかにも常識的ではない。先に書いた「家族で

コタツを囲んでテレビを観ながら知らないうち

にみかんの皮がたまっている」という情景はだ

んだん見られなくなった。年齢・世代を問わず，

みかんは日本人の嗜好品消費から遠ざかりつつ

あるのかもしれない。この負のトレンドが，

我々の回帰式（前節）においては，所得要因に

帰属させられているように思われる。

われわれが中村の指導・協力により日本人の

食料消費のコウホート分析に取り組み始めて１０

年近く経過した。その間世帯データから個人の

年齢別消費を推計する仕方はかなり満足すべき

進歩を遂げたと感じている。またコウホート分

析のプログラムも Clasonの努力により，相当

程度の改良が加えられた（森編『コウホート分

析』２００１年；田中他「清酒とビールの将来予

測」２００４年など）。

これまでわれわれのコウホート分析における

主たる狙いは，日本人の食料消費における「純

粋の年齢効果」（Schrimper, １９７９, p.１０５９）と世

代効果の分離であり，時代効果は Deatonや At-

tanasioたちのように初めから落とすことはし

ないが，年次効果そのものの計測に第一次の関

心があったわけではない。したがってこの１年

くらいは，特に若年層の年齢・世代効果につい

てより安定した推計値が得られように，『家計

調査』の世帯主データは，試験的に３ヵ年移動

平均を用いるなどしている。

しかし本稿のように年次効果の計測に主たる

関心が移ってくる（すなわち年齢効果と世代効

果は純粋な時代効果を析出するために除去され

る側の位置づけに落ちる）と，すでに前前節で

も触れたが，現在のモデルで計算される時代効

果の係数には，概念的にも計算の技術的観点か

らも不満な点が多い。難しく言えば，年齢／世

代効果と時代効果の「交互作用」であろうが，

それを現実問題として克服するには，概念的に

も計算ソフトの面でも多大のリソースを必要と

しており，われわれ小グループの能力を超えて

いる。

あらためて断るまでもないが，本稿で需要弾

力性を計測するために用いたモデルは，最も単

純な１次線形の回帰式である。１次の階差項を

モデルに組み込んだり，年齢階級別のスロープ

シフターの導入も考えられるかもしれない

（Torell, ２００４）。説明変数も１人当たりの消費

支出とそれ自身の価格だけであり，競合・補完

の関係は考慮されていない。ここしばらく需要

分析は，システムの大小は別として需要システ

ムのそれであり，モデル的にも華麗なまでに精

緻さを加えている（たとえば，土田，１９９９；松

田，２００１；Matsuda, ２００４）。さいわい年齢・世

代効果をより現実的に除去しえた「純粋の年次

効果」の推計が，関連しあう相当数の品目につ

いて得られたならば，本稿の幼稚な定式化を超

える計測が可能になるだろう。しかし１品目に

ついてでも，納得しうる年齢・世代効果を除去

した年次（時代）効果を推計することが先決で

ある。ただ留意すべき理論的問題として，世帯

を核として眺める従来の分析と違い，子供や養

育される同居老人を含む世帯員個々の消費行動

において，それぞれの効用を極大化すべく配分

する所得をどのように考え・捕捉するのか，別

途難しい課題に直面することになるだろう。
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付録表１ 『家計調査』にみるみかん、りんごおよび牛肉の月別平均購入量と平均購入単価、２０００年、２００１

年および２００２年

みかん りんご 牛肉
量 単価 量 単価 量 単価
（�） （円／１００�） （�） （円／１００�） （�） （円／１００�）
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付録表２ １９８４年および１９９４年『家計調査』個票データから、世帯類型別に計測した米の所得弾力性

世帯類型 ３０歳代夫婦と
１０歳未満子供２人

４０歳代夫婦と
１０歳代子供２人

５０歳代夫婦と
２０歳代子供１人

６０歳代夫婦のみ

所得弾力性 Ｒ２ 所得弾力性 Ｒ２ 所得弾力性 Ｒ２ 所得弾力性 Ｒ２

１９８４ －０．２１
（－３．８９）

０．４４ －０．０８
（－１．９４）

０．１１ －０．１３
（－１．７２）

０．１０ －０．１０
（－１．９６）

０．１４

１９９４ －０．１７
（－１．５５）

０．０６ －０．１８
（－２．１７）

０．１３ －０．２６
（－２．６６）

０．２１ －０．１１
（－１．７９）

０．０９

註：（１）計測式は両辺対数のため、弾性値は一定；（２）決定係数は自由度修正済み；（３）カッコ内はｔ‐値

付録表３ １９８４年および１９９１年『家計調査』個票データから、世帯類型別に計測したりんごとみかんの

所得弾力性

世帯類型 ３０歳代夫婦と
１０歳未満子供２人

４０歳代夫婦と
１０歳代子供２人

５０歳代夫婦と
２０歳代子供１人

６０歳代夫婦のみ

所得弾力性 Ｒ２ 所得弾力性 Ｒ２ 所得弾力性 Ｒ２ 所得弾力性 Ｒ２

りんご
１９８４

１９９１

０．５１
（３．６３）
０．７１
（４．９４）

０．４０

０．５４

０．３４
（３．８２）
０．４５
（２．７４）

０．４２

０．２２

０．５５
（２．４９）
０．５７
（３．０２）

０．２２

０．２６

０．４８
（３．５９）
０．４２
（３．６７）

０．４４

０．４２

みかん
１９８４

１９９１

０．３７
（６．３０）
０．４０
（２．６３）

０．７１

０．２３

０．１７
（１．６９）
０．２７
（２．５２）

０．０９

０．２１

０．０６
（０．３８）
０．０５
（０．３４）

０．０５

－０．０４

０．２０
（２．４０）
０．１０
（１．３７）

０．２５

０．０４

註（１）りんごは出回り期１‐３月と９‐１２月；みかんは同じく１‐２月と１０‐１２月のみ（２）計測式は両辺対数のため、弾性値
は一定；（３）決定係数は自由度修正済み；（４）カッコ内はｔ‐値
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